
経営比較分析表（令和5年度決算）
愛知県　名古屋市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 R01 R02 R03 R04 R05

107,861 110,659

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 4,170,402 6,572,982 6,229,189

法適用 交通事業 自動車運送事業 自治体職員 年間輸送人員（千人） 127,453 96,233 101,870

6,389,101

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

1,536 37.1 有 有

4,107,291

- 763.9 35,904 1,014

R01 R02 R03 R04

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

　①経常収支比率は令和元年度までは黒字を確保し
ており、公営企業平均値や目標値を上回っていた
が、令和2年度以降の4年間は赤字となり、ほぼ横ば
いで推移した。
　また、②営業収支比率も過去5ヶ年赤字で目標値を
下回っており、いずれの年度も公営企業平均値を下
回っている。新型コロナウイルス感染症の感染拡大
を契機とした運輸収益の減少が続いた他、人件費や
エネルギー価格高騰に伴う経費の増加により、令和2
年度に悪化した①経常収支比率、②営業収支比率、
④累積欠損金比率はいずれもほぼ横ばいの状態が続
いた。
　③流動比率は令和2年度までの過去2ヶ年は目標値
を上回っていたが、令和3年度以降の3年間は、目標
値、公営企業平均値ともに下回った。
　⑤利用者１回当たり他会計負担額や、⑦他会計負
担比率は、公営企業平均値を上回る状態が続いてお
り、令和5年度は一般会計補助金が増加したことによ
り増加した。
　⑥利用者１回当たり運行経費は、令和5年度は減少
したものの、令和元年度までと比べると依然として
高い水準にある。これは、年間輸送人員の減少が続
いた他、経常費用が増加したことによるものであ
る。
　⑧企業債残高対料金収入比率は、企業債残高が増
加したことにより、増加した。
　⑨有形固定資産減価償却率は、令和4年度までの過
去4ヶ年は80％程度で推移していたが、令和5年度は
バス車両の更新数が増加したことから、減少してい
る。

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 105.0 96.6 96.4 96.5 97.7 当該値 88.8 70.3

R05 R01 R02 R03 R04R05 R01 R02 R03 R04R05

平均値 98.5 83.7 89.7 96.8 100.0 平均値

98.7 82.671.5 72.8 73.1 当該値 146.2 121.6

89.9 71.4 76.9 83.4 87.5 平均値

197.5 195.5 193.788.5 当該値 148.3 196.6

35.1 58.4 66.5 64.7 61.0

2. 経営の効率性について

154.2 126.8 108.4 107.1 116.8 平均値

R03 R04 R05R05 R01 R02R03 R04R03 R04 R05 R01 R02R01

80.3 77.2

■当該値⑥ 191.5 251.6 241.2 232.7

31.9 41.6 38.1 38.9 49.2 当該値17.1 27.2 25.4 16.4 24.9 当該値

54.6231.5 平均値 7.5

■当該値⑤ 80.6 81.4

■平均値⑥ 190.5 244.7 231.7 214.7 205.8

81.532.7 68.3 61.1 38.1 57.7 当該値

75.2

■平均値⑤ 14.2 23.4 23.9 20.6 21.3

57.2 平均値 74.9 74.5 75.4 76.010.4 平均値 29.5 53.2 56.99.6 10.3 9.6

2. 経営の効率性

全体総括

　令和5年度の運輸収益は前年度より増加したもの
の、支出では人件費や減価償却費の増加があったこ
とから、経常収支が4年連続の赤字となり、非常に厳
しい経営状況となっている。
　こうした中、人々の価値観や生活様式、社会・経
済情勢などの事業環境が大きく変わる時代に適応
し、持続可能な経営を実現するため、令和6年度から
令和10年度までの5年間を計画期間とする「名古屋市
営交通事業経営計画2028」を策定した。
　引き続き収入増加策の展開や業務の省力化・効率
化などの経営改善に取り組むことで、収支の改善に
努めていく。R01 R02 R03 R04 R05

　①走行キロ当たりの収入は同じ地域内の民間事業
者の平均値を上回っているが、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大を契機とした運輸収益の減少が令
和5年度も続いたことから、令和元年度と比べると低
い水準である。
　②走行キロ当たりの運送原価も民間事業者平均値
を上回っているが、これは③走行キロ当たりの人件
費が民間事業者平均値を上回っていることが主な要
因となっており、引き続き経営改善を行うこととし
ている。
　④乗車効率は公営企業平均値を下回っており、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした運
輸収益の減少が令和5年度も続いたことから、令和元
年度と比べると低い水準である。

R02 R03 R04 R05 R01 R02

当該値 588.14 461.99 479.77 501.13

R01 R03 R04 R05R05

14.8376.88 当該値 17.1 12.9 13.5 14.4

平均値 392.64 406.91

671.38 668.19 679.27 698.72

R01 R02

712.16 当該値 360.46 360.56 365.19 373.75

R02 R03 R04R01 R02 R03 R04 R05

515.08 当該値

15.4 16.8 17.7

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

242.42 241.20 249.67 平均値 18.1 14.2408.64 408.23 430.77 平均値 226.05 243.51平均値 350.77 268.37 289.28 313.40 356.10

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
①経常収支比率（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
②営業収支比率（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0
③流動比率（％）

当該団体値（当該値）

公営企業平均値（平均値）

目標値

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

⑤利用者１回当たり他会計負担額（円）

⑥利用者１回当たり運行経費（円）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
⑦他会計負担比率（％）

○事業の状況

○独立採算の状況 ○資産及び負債の状況

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
⑧企業債残高対料金収入比率（％）

70.0

72.0

74.0

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0
⑨有形固定資産減価償却率（％）

当該団体値（当該値）

公営企業平均値（平均値）

当該団体値（当該値）

公営企業平均値（平均値）

当該団体値（当該値）

民間事業者平均値（平均値）

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00
③走行キロ当たりの人件費（円）

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00
②走行キロ当たりの運送原価（円）

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00
①走行キロ当たりの収入（円）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0
④乗車効率（％）

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0
④累積欠損金比率（％）

当該団体値（当該値）

公営企業平均値（平均値）


